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総務まちづくり常任委員会議事録 

 

１ 日  時  令和４年１２月２日（金） 午前 ９時３０分 開会 

２ 場  所  太子町議会全員協議会室 

３ 出席委員  委 員 長    建石 良明    副委員長   䭜本  馨 

        委  員    斧田 秀明           西田いく子 

                藤井千代美           森田 忠彦 

                䭜本 博之           中村 直幸 

        議  長    山田  強 

４ 欠席委員          村井 浩二 

５ 説 明 員  町 長  田中 祐二   健康福祉部長  子安 逸二 

        副 町 長  齋藤 健吾   教 育 次 長  池田 貴則 

        政策総務部長  小角 孝彦   秘書政策課長  西本 武史 

        まちづくり推進部長  村上 正規   住民人権課長  木村 厚江 

６ 議会事務局  事 務 局 長  上田 周治   書 記  山森 恵里 

７ 傍 聴 者                

８ 会議に付した事件 

（１）議案第47号 地方公務員法の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整備等

に関する条例制定の件 

（２）議案第48号 太子町議会議員及び太子町長の選挙における選挙運動の公費負担に

関する条例中改正の件 

（３）議案第49号 議会の議員の議員報酬及び費用弁償等に関する条例等中改正の件 

（４）議案第50号 一般職の職員の給与に関する条例中改正の件 



－２－ 

                                        

午前 ９時３０分 開 会 

○建石委員長 皆さん、おはようございます。 

 総務まちづくり常任委員会を開催させていただきましたところ、ご出席いただきまし

て、ありがとうございます。 

 会議に先立ちまして、町長より挨拶を受けます。 

○田中町長 皆さん、おはようございます。 

 総務まちづくり常任委員会の開会に当たり、ご挨拶を申し上げます。 

 委員の皆様方には大変お忙しい中、ご出席を賜り、誠にありがとうございます。 

 さて、本委員会に付託された案件でございますが、条例案といたしまして、議案第４

７号、地方公務員法の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整備等に関する条例

制定の件ほか３件の議案でございます。何とぞよろしくご審議いただき、ご議決賜りま

すようお願いを申し上げまして、簡単ではございますが、開会の挨拶とさせていただき

ます。 

○建石委員長 本日は村井委員が欠席ですが、定足数は満たしておりますので、会議は成

立いたしました。 

 これより委員会を開会いたします。 

 直ちに会議に入ります。 

 本日、本委員会に付託されました案件は、条例案件４件でございます。よろしくご審

議のほど、お願い申し上げます。 

 まず、議案第４７号、地方公務員法の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整

備等に関する条例制定の件、これを議題といたします。 

 本件について説明を求めます。 

○西本秘書政策課長 おはようございます。 

 議案第４７号、地方公務員法の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整備等に

関する条例制定の件につきまして、私のほうからご説明申し上げます。 

 それでは、まず最初に、本改正に至りました理由及び改正内容についてご説明申し上

げます。 

 本改正は、令和３年６月に地方公務員法の一部を改正する法律が成立したことを踏ま

えまして、令和５年４月１日から職員の定年を６０歳から６５歳まで２年に１歳ずつ段
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階的に引き上げ、管理監督職勤務上限年齢制及び定年前再任用短時間勤務制などを導入

するものでございます。今回の法改正による定年延長制度の導入に伴い、様々な条例等

の整理・整備が必要となりますことから、関連する条例の一部改正を一括して行うため

の整備等条例を上程させていただくものでございます。 

 それでは、条例の内容についてご説明をさせていただきます。 

 恐れ入ります、新旧対照表の１頁をお願いいたします。新旧対照表でございます。 

 第１条関係でございます。第１条関係の改正は、太子町人事行政の状況の運営等の公

表に関する条例の改正でございます。この中で、第２条第２項の改正は、地方公務員法

が改正されたことに伴う規定の改正でございます。 

 続きまして、第２条の改正は、職員の降給に関する条例の改正でございます。この中

で、第２条及び第３条中の改正は、役職定年による降給を規定したもの、また、文言の

整理をしたものでございます。 

 新旧対照表の２頁をお願いいたします。 

 附則の改正では、６０歳を超える職員の給料月額が６０歳前の７割水準となる職員の

降給の適用について規定したものでございます。 

 続きまして、第３条関係の改正でございます。職員の定年等に関する条例の改正とな

ります。この中で、第１章の総則につきまして、第１条の改正は、地方公務員法が改正

されたことに伴う規定の改正でございます。 

 ３頁をお願いいたします。 

 第２章、定年制度について、第３条の改正は、定年の年齢を６５歳とするものとし、

第４条は、定年による退職の特例を規定したものでございます。 

 新旧対照表の５頁をお願いいたします。 

 第３章、管理監督職勤務上限年齢制につきまして、第７条は、管理監督職勤務上限年

齢制、いわゆる役職定年を６０歳とするものでございます。また、第８条は、役職定年

を行うに当たって遵守すべき基準を定めたものでございます。 

 ６頁から８頁でございます。 

 第９条は、職務遂行上の事情や職務の特殊性がある特定の事情がある特例として、役

職定年すべき管理監督職にある職員を延長して管理監督職として引き続き勤務させるこ

とができることとしております。 

 ９頁をお願いいたします。 
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 第４章、定年前再任用短時間勤務制につきまして、第１２条では、６０歳に達した日

以降、定年前に退職した職員を短時間勤務の職に採用することができることを規定して

いるものでございます。 

 １０頁をお願いいたします。 

 附則第３項では、定年に関する経過措置としまして、令和５年４月１日から令和１３

年３月３１日までの間において段階的に引き上げられる定年年齢を規定しております。 

 附則第４項では、情報提供、勤務の意思確認制度の新設として、職員が６０歳に達す

る日の前年度に６０歳以降の任用、給与に関する情報を提供するものとし、職員の６０

歳以降の勤務の意思を確認するよう努めることを規定したものでございます。 

 １１頁をお願いいたします。 

 第４条関係の改正でございます。職員の懲戒の手続及び効果に関する条例の改正でご

ざいます。この中で、第３条は、減給される場合において、その減ずる額が給料及び地

域手当の合計額の１０分の１相当額を超えるときには、その額を減ずるものとすること

を追加したものでございます。 

 続きまして、第５条関係の改正でございます。公益的法人等への職員の派遣等に関す

る条例の改正になります。この中で、第２条の改正は、地方公務員法が改正されたこと

に伴う整備を行うものでございます。 

 １２頁をお願いいたします。 

 第６条関係の改正でございます。太子町職員の勤務時間、休暇等に関する条例の改正

でございます。この中で、第２条第３項以降１４頁までの改正は、地方公務員法が改正

されたことに伴う改正及び再任用短時間勤務職員を定年前再任用短時間勤務職員とする

文言の改正でございます。 

 １４頁、第７条関係の改正は、太子町職員の育児休業等に関する条例の改正でござい

ます。この中で、第２条第３号及び１５頁の第１０条第３号は、役職定年の特例により

延長された管理監督職である職員を追加するものでございます。第１９条、第２０条は、

地方公務員法が改正されたことに伴う改正及び文言の整理でございます。 

 第８条関係の改正でございます。一般職の職員の給与に関する条例の改正でございま

す。第３条第５項以降１９頁第２８条の２までの改正は、地方公務員法が改正されたこ

とに伴う規定の改正及び文言の整理でございます。 

 ２０頁から２２頁の附則でございます。 



－５－ 

 ここでは、当分の間、６０歳を超える職員の給料月額は６０歳前の７割水準とするこ

と、また、役職定年による降任等をされた職員の場合、降任等による減額と特定日を迎

え給料月額７割措置の適用を受けることによる二重の引下げとなるため、当分の間、特

定日以降、給料月額７割措置を適用した上に、降任等される前の給料月額の７割と降任

等された後の給料月額の７割との差額に相当する額を調整額として支給することなどを

規定したものでございます。 

 ２２頁の別表第１は、職員の区分、再任用職員を定年前再任用短時間勤務職員とする

文言の改正でございます。 

 ２３頁をお願いいたします。 

 第９条関係の改正になります。太子町職員の退職手当に関する条例の改正でございま

す。この中で、第２条は、地方公務員法が改正されたことに伴う規定の改正でございま

す。 

 ２４頁第４条以降２６頁の第５条までの改正につきましては、現行の退職手当制度そ

のものが変わるものではありませんが、今回の改正に合わせまして、国準則にのっとり

条例の見直しをさせていただくものでございます。 

 ２６頁第５条の３の改正は、定年年齢が引き上げられたことに伴い、定年前早期退職

者の対象年齢を定年から２０年減じたものとする改正でございます。 

 また、２７頁以降４０頁第１７条第５項までの改正は、国の準則にのっとり各条例全

般の見直しをさせていただきました結果、条文の追加や条ずれへの対応、読点修正や文

言の整理等を一括して整理させていただくものでございます。 

 ４０頁以降４６頁改正前の附則第１８項までは、国準則にのっとり条文を削除するも

のでございます。 

 ４６頁附則第３項から第５項の改正は、附則条文を削除したことに伴う条ずれによる

改正と、新たに追加する附則を規定するものでございます。 

 附則第７項の改正は、失業者の退職手当に係る規定の適用について、平成３４年３月

３１日以前に退職した職員としていたものを、令和７年３月３１日以前に退職した職員

と改正するものでございます。 

 ４７頁をお願いいたします。 

 附則第８項及び第９項は、６０歳に達した日以降その者の非違によることなく退職し

た者の退職手当の基本額については、当分の間、退職事由を定年退職として算定すると
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したものでございます。 

 附則第１０項は、７割水準の給料月額となる場合や役職定年による降任等により給料

月額が減額される場合において、最も高かった給料月額を算定基礎とするピーク時特例

を適用するものとしたものでございます。 

 附則第１１項、４８頁の第１２項及び第１３項は、定年引上げに伴う早期退職者に対

する退職手当の割増し率や期間について規定したものでございます。 

 恐れ入ります、議案書の２１頁をお願いいたします。 

 附則でございます。この条例の施行期日は、令和５年４月１日から施行することとし

ております。なお、附則では、経過措置としまして、定年が段階的に引き上げられる経

過期間において６５歳まで再任用ができるよう、現行の再任用制度と同様の仕組みを措

置する暫定再任用制度等について規定しております。 

 以上で議案第４７号の説明とさせていただきます。何とぞよろしくご審議いただき、

ご議決賜りますようお願い申し上げます。 

○建石委員長 ただいま説明がありました。 

 これより質疑に入ります。 

 質疑ございませんか。 

○斧田委員 ただいまの説明の中で、国から出されている準則というんですか、何かモデ

ルになるようなものというか、そのものと太子町の今回のこの条例との違いがあるよう

なところがあれば教えていただきたいんですが、いかがですか。 

○西本秘書政策課長 基本的には国の準則に準じてこの条例を改正しております。 

○斧田委員 分かりました。いろんなこういうふうな身分保障の問題とかでもそれぞれの

市町村で独自に決めていくべきものだと思っているんですが、基本的にはもう今回のや

つは国が出されている準則に沿っているということでよろしいですね。 

 それと、続いてすみません。現行というんですか、今まで行われてきました定年制度

というんですか。今回の場合が、先ほどの説明の中では、７割のところとそれ以外の引

下げ率があったとしても調整して補給するというふうな説明もあったんですけれども、

新しい制度が不利になることはないんでしょうか。 

○西本秘書政策課長 今、斧田委員がおっしゃいましたように、この新しい制度で現行不

利益が出るという、基本的にはそういう制度設計にはなっておりません。例えばですけ

れども、今、７割水準の話がありましたけれども、例えば管理職につきましては、非管
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理職になって降任された中での７割水準ということで、二重に引き下げられるというと

ころがあるんですけれども、そこは調整の中で、管理職の７割というところで調整額が

加算されます。そういったところからしましても、この制度で不利益といいますか、そ

ういうことが生じるという、そういうふうな制度設計にはなってございません。 

○斧田委員 ありがとうございます。これから定年を迎えられる方というんですか、少し

ずつ延びていくような制度設計されているんですけれども、不利益にならないような形

での取扱いをお願いしたいと思います。 

 それとあと、この制度が進められていく中で、ここ５年ぐらいの間で該当される職員

の方の人数というんですか、人数分布を教えていただけたらと思います。 

○西本秘書政策課長 今回の定年延長の制度によりまして、２年に１度定年延長されると

いうことで、ここ５年ということで、令和５年の４月からこの制度が始まります。令和

５年度末については、定年延長が開始されるということで、定年退職される方はゼロに

なります。令和６年度末で今５名の方が年齢的に計上しております。令和７年度末はま

た２年に１度ということで、ゼロ人。令和８年度末については年齢的に２名の方が定年

退職されるということで、ここ数年の状況になります。 

○斧田委員 ありがとうございます。かなりの人数というんですか、職員数の中でも令和

６年の末のところでは５名の方が定年を迎えられるというふうなことで、新しくその定

年になった後のいろんな形での職務形態であったりとか、やはりこれまで職員として頑

張ってこられた方ですので、定年後についても本当にちゃんと働いてもらえるような取

組というんですか、いろんな意見を聞いたりするような形の中で、こういう制度が生き

たものになっていただけるよう取り組んでいただけたらと思います。 

 以上で終わります。 

○建石委員長 答弁はいいですか。 

○斧田委員 はい、結構です。 

○建石委員長 ほかにございませんか。 

○西田委員 この７割の根拠は何を持ってきているんですか。 

○西本秘書政策課長 ７割水準の７割の根拠のご質問でございます。 

 ７割の根拠は、国の制度に準じておるというところになります。国家公務員のほうが

同じく７割水準ということで、それに準じた形で地方公務員、太子町につきましてもこ

の７割水準というところを適用しております。 
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○西田委員 いつも人勧とかは民間企業と比べるじゃないですか。民間企業の給料が何ぼ

だから、国家公務員、地方自治体の職員さんの給料が多過ぎるからとか言って今まで下

がってきたのだけれども、その７割の根拠はそういうところから見て踏まえたら、企業

規模１００人以上だったら７６.２％なんですって。大体そういうとこを持ってきて上

げたり下げたりするという意味では、７割という水準は低いねというのは国会内で議論

があったんです。だから、企業を見本とするのだったら７.５割とか、そういうふうに

してもよかったのと違うかなという話もあったんですけれども、７割になったというこ

とを背景に、うちだったら定年の人の顔が浮かぶからね。７割ってそういう感じと思う

のだけれども、一般的にもっと最後役職まで行かなくて定年を迎える方もいらっしゃる

わけじゃないですか、平均、定年のときに幾らになっているかってご存じですか。 

○西本秘書政策課長 ご質問は定年されるときの平均の給与ですか。 

○西田委員 ご存じならば。知らなかったらいいです。 

○西本秘書政策課長 すみません。私のほうでちょっと今承知しておりません。 

○西田委員 太子町でいけば、本当に上って上っての人が退職していくなってみんな頭に

浮かぶんですけれども、いろいろな階級の人がいて、それこそ何百人か辞めるようなと

ころもあるとしたらいろいろ幅があるでしょう。３４万４千８００円なんですって、平

均がね。それを７割にしたら２４万１千４００円だったら、最低生計費水準、そんなの

になるということもあるのだけれども、太子町でいけば、そういう顔が浮かぶ中で７割

も減るっていかがかなと思うのだけれども、最低水準よりも下がるということはないん

ですよね。 

○西本秘書政策課長 最低水準とおっしゃいますと。どういったことでしょうか。 

○西田委員 ２４万１千４００円ぐらいだったら最低生計費水準。これ以下になる。給料

が７割減ったら、太子町の職員さんが定年延長されても、そういう基準があるんですけ

れども、基準以下になるということはないんですよね。 

 だって、今顔が浮かぶ人の６０歳のときの月額は３４万４千８００円より多いのか少

ないかを思い浮かべていただいたらいいから、今、太子町で７割減ってもそれ以下にな

りませんかと聞いたらどうなんでしょうね。 

○西本秘書政策課長 例えばですけど、ちょっとお答えになっているか。例えば課長級。

課長級でも６級という課長級の中で、いろんな号給がありますけれども、例えば課長級

で４０万円ほどの給料月額をもらっている職員につきましては、７割でいきますと２８
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万円程度になります。その２８万円、そこはこの制度に基づきまして７割水準という形

でそういった給料月額になるという、そういう状況でございます。ちょっとお答えにな

っているかどうか分かりませんが。 

○西田委員 これだけの給料ではやっていくのはしんどいねというより、下にならなかっ

たらいいなと思うので、それはちょっと数字をこれから追いかけてもらえたらなと思い

ます。 

 しばらく定年延長した人、最終、表をもらったら、きっちりなるのは令和１４年とい

うことでしょう。その間は再任用職員さんと何か入り乱れる形になるんですか。何かこ

の７割水準になる人はもう定年延長になった人たちのことであって、それまでに辞めた

人は再任であって、そこに給料の、最後辞めたときの、年度は違いますけど同じような

役職で同じような給料で辞めていったけれども、定年の日が年度が違うことによっても

らえるお金が差が出るということはないんですか。 

○西本秘書政策課長 この令和５年４月以降は、この制度は例えば今の７割水準の制度が

一旦続きますので、それ以降定年された方に考え方に差異が生じるということはござい

ません。 

○西田委員 それでいくと、令和５年の３月末で辞める人とそれ以降の人は変わらないと

いうことですかね。この表の段階、書いてますけれども、扱いは。 

○西本秘書政策課長 この令和５年の３月に辞められる方は年齢的に６０歳で定年退職を

迎えられると。この条例を可決いただいて、令和５年の４月以降の方については定年が

まず延びるということですね。それが１点と、例えば退職手当等につきましては、質問

の答えになっているかあれですけれども、退職手当につきましては、その直近の最高時

の給料をベースに退職手当も算定される。それは従前と従後も変わりません。また、現

在、この令和５年３月に退職される方は、もし働かれるのであれば、暫定再任用という

制度の中で再任用の給料の表がありますので、それを見ていく。令和５年４月以降にこ

の制度を基に同じく定年退職された方が６５歳まで働く方は、暫定再任用という制度の

もとで、これも同じく再任用制度の給料に基づくというところで、給与の考え方、額な

りには差異はないというふうにご理解いただけたらと思います。 

○西田委員 その中で、これまでにちょっと定年退職していて６５歳まで働くという枠の

中の人も今いますよね。そういう人たちの扱いはこっちに移行はしないんですよね。 

○西本秘書政策課長 これまでの６５歳の方については再任用という言葉を使っておりま
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したから、言葉自身が暫定再任用という言葉になります。基本的には従前と同じという

ふうに給料的にも考えていただいたら結構なので、従前の再任用の方は、６５歳までの

中では何ら変更というのはございません。 

○西田委員 一番気になるのは、やっぱり同じ仕事をして、７割にするんだから今まで１

０働いていたのを７割でいいよと、３割ゆっくりして遊んでくれていいよとならないじ

ゃないですか。この人たちも最大６５歳まで働いて、太子町、何人いるの。１２０人か

１１７人か忘れたけど、その定数の中の１人として存分に働いてもらわなあかんけれど

も、７割になるというのはいかがなものかなと思うのと、今もう６３歳で再任で働いて

いる人とかがこの暫定との差があったら嫌だなと思ったけど、給料面では変わらないか

ら名前だけが変わると思ったら、今、移行措置の中でそういう再任用の６３歳の人もい

るわけでしょう。給料は変わりませんと、その考え方は変わりませんと。今、だから、

再任の人も普通に働いていたら大体７割もらっているんだなという状況なんですか。 

○西本秘書政策課長 今、再任用の方は７割ということではなくて、再任用の給料表がご

ざいますので、その額になります。ただ、従前が例えば課長職でおられたのか一般職で

おられたのかによって、今もらっておられる再任用の給料との比率は個々によって、人

によって異なりますので、それは一概に７割かどうかというのはちょっと、人によって

違うかなというふうに考えております。 

○西田委員 そういうことなんでしょう。ただ、ここが勝手に決めたことではないけれど

も、何かいろんな辞めた年によって同じような仕事をしていても給料に差があるとかと

いうことになれば、何となくモチベーションがどうなのかなというのを心配しているん

ですけれども、そういうモチベーションがだだ下がりにならんように、やっぱりフォロ

ーはしていっていただきたいなと思いますので、よろしくお願いします。 

 それと、これ、退職金、やっぱりこの延びたときまでもらわれないのですか。それで、

延びた挙げ句に６５歳までもらわれないのだったら、普通、何百万円でも、今もう利子

は少ないにしたって、ちょっとぐらい利子がつくじゃないですか。でも、やっぱりこの

延びた６１歳、もらうけど、６５歳までお預けを食らっても、金額は下がることも上が

ることもないということですかね。 

○西本秘書政策課長 退職金については、辞められる前の高い、７割水準に下がる前の最

も高いときの給料でもって退職金を算定しますので、そこは延びてどうなるというもの

ではないかというふうに考えます。 
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○西田委員 延びて、置いていて利子がつくということもないんですよね。 

○小角政策総務部長 あくまでも定年が延長になりますので、６０歳が定年ではなくなり

ます。ただ、その６０歳、今まで６０歳が定年だったので、その時点で給与がマックス

になります。そこを基準にします。でも、定年自体が延長になりますので、その分の差

額とか利子がつくとか、そういうのはございませんので、その辺はご理解お願いします。 

○建石委員長 ほかにございませんか。 

（「なし」の声あり） 

○建石委員長 ないようでございますので、質疑を終わります。 

 討論に入ります。 

 討論ございませんか。 

（「なし」の声あり） 

○建石委員長 ないようでございますので、討論を終わります。 

 お諮りいたします。 

 議案第４７号を原案どおり可決することにご異議ございませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○建石委員長 ご異議なしと認めます。よって、議案第４７号、地方公務員法の一部を改

正する法律の施行に伴う関係条例の整備等に関する条例制定の件は、原案どおり可決す

ることに決しました。 

 次に、議案第４８号、太子町議会議員及び太子町長の選挙における選挙運動の公費負

担に関する条例中改正の件、これを議題といたします。 

 本件について説明を求めます。 

○木村住民人権課長 議案第４８号、太子町議会議員及び太子町長の選挙における選挙運

動の公費負担に関する条例改正中の件につきましてご説明申し上げます。 

 まず、今回の改正は、公職選挙法施行令の一部改正を踏まえ、選挙運動用自動車の使

用並びに選挙運動用ビラ及び選挙運動用ポスターの作成の公費負担に係る限度額が引き

上げられたことに伴い、本町条例において公費負担に係る限度額を改正するものでござ

います。 

 それでは、新旧対照表に基づきご説明させていただきます。 

 第４条第２項アは、一般運送契約以外で選挙運動用自動車の借入れ契約、いわゆるレ

ンタル契約の場合において、当該候補者が指定する１日１台の選挙運動用自動車に限り、
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借入れに係る１日当たりの限度額を、１万５千８００円を１万６千１００円に改めるも

のでございます。 

 次に、１頁中段、同条第２項イ、選挙運動用自動車の燃料の供給に関する契約の場合

でございますが、１候補者につき、立候補の届出をした日から選挙期日の前日までの日

数を乗じる燃料代の単価７千５６０円を７千７００円に改めるものでございます。 

 次に、２頁、第８条、選挙運動用ビラ作成の公費負担の限度額は、ビラ１枚当たりの

作成単価の限度額を７円５１銭から７円７３銭に改めるものでございます。 

 次に、２頁中段、第１１条、選挙運動用ポスター作成の公費負担の限度額は、ポスタ

ー１枚当たりの作成単価の限度額を５２５円６銭から５４１円３１銭に、また、ポスタ

ー掲示場の数を乗じて得た金額に加算する額を３１万５００円から３１万６千２５０円

にそれぞれ改めるものでございます。 

 最後に、施行期日でございますが、改め文をお開きください。 

 附則でございますが、公布の日から施行することとしております。 

 以上、議案第４８号の説明とさせていただきます。何とぞご審議の上、ご議決賜りま

すようお願い申し上げます。 

○建石委員長 ただいま説明がありました。 

 これより質疑に入ります。 

 質疑ございませんか。 

○西田委員 これですけれども、千早赤阪村なんかはこの条例をまず持ってないというの

もあるじゃないですか。あと、私は郡の議員としゃべっていて、河南町は９月議会に出

たよみたいな話があったんですけれども。いつやってもいいのかということと、これを

別に上げなくてもよかったのかとか、そういう絶対しなければならない条例だったのか

ということと、うちは９月でなかっても別に構わなかったのかということをお尋ねした

いと思います。 

○木村住民人権課長 まず、河南町さんが９月に上程させていただいたということにつき

ましては、本町といたしまして、国からの通達のほうが来まして、近隣市町村のほうで

確認させていただきました。近隣では河南町さんと富田林市さんが９月に上げたという

ことと、ほかの藤井寺市さん、羽曳野市さんは１２月に上げて、大体１２月のほうが多

いということで、太子町としましても間に合うようにということで、１２月で上げさせ

ていただいています。千早赤阪村さんが上げてない、こちらの条例を適用してないとい
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うのは、千早赤阪村さんの町村の考えということになっております。 

 すみません、ちょっと前後するんですけれども、太子町としましても、選挙を立候補

しやすい環境ということもありますので、改正のほうは国に準じておりますので、今回

上げさせていただいたというような形になっております。 

 以上です。 

○建石委員長 ほかにございませんか。 

（「なし」の声あり） 

○建石委員長 ないようでございますので、質疑を終わります。 

 討論に入ります。 

 討論ございませんか。 

（「なし」の声あり） 

○建石委員長 ないようでございますので、討論を終わります。 

 お諮りいたします。 

 議案第４８号を原案どおり可決することにご異議ございませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○建石委員長 ご異議なしと認めます。よって、議案第４８号、太子町議会議員及び太子

町長の選挙における選挙運動の公費負担に関する条例中改正の件は、原案どおり可決す

ることに決しました。 

 次に、議案第４９号、議会の議員の議員報酬及び費用弁償等に関する条例等中改正の

件、これを議題といたします。 

 本件について説明を求めます。 

○西本秘書政策課長 それでは、議案第４９号、議会の議員の議員報酬及び費用弁償等に

関する条例等中改正の件につきましてご説明申し上げます。 

 まず、本改正に至りました理由及び改正内容についてご説明させていただきます。 

 本改正は、本年８月８日に人事院が国会と内閣に対し国家公務員の給与改定等につい

て行われた勧告の趣旨を踏まえ、議会の議員及び特別職の期末手当につきまして０.１

月引き上げる所要の改正を行うものでございます。 

 それでは、改正内容についてご説明させていただきます。 

 恐れ入ります、３頁目、新旧対照表をお願いいたします。 

 第１条関係及び第２条関係の改正につきましては、議会の議員の議員報酬及び費用弁
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償等に関する条例改正でございます。 

 第１条関係は、１２月に支給する支給割合を１００分の１０増するもので、１００分

の２１５から１００分の２２５に改正するものでございます。 

 第２条関係は、次年度以降に支給する期末手当に対する改正で、６月に支給する期末

手当の支給割合を１００分の２１５から１００分の２２０に、また、１２月に支給する

期末手当の支給割合を１００分の２２５から１００分の２２０に改正し、年間４.４か

月分とするものでございます。 

 次に、第３条関係及び次頁の第４条関係は、特別職の職員の給与に関する条例改正で

ございます。 

 第３条関係につきましては先ほどご説明いたしました第１条関係と、また、第４条関

係につきましては第２条関係と同様の改正内容となりますので、説明を省略させていた

だきます。 

 恐れ入ります、戻っていただきまして議案書の２頁をお願いいたします。 

 附則でございます。附則第１条では、この条例は、公布の日から施行することとしま

す。第２条及び第４条関係は、令和５年４月１日から施行することとするものです。 

 附則第２条は、支払いの規定で、１２月におきます手当の支給日は１２月１０日が支

払い日となっているため、改正議案成立後、差額支給を行うこととする規定でございま

す。 

 以上で第４９号のご説明とさせていただきます。何とぞよろしくご審議いただき、ご

議決賜りますようお願い申し上げます。 

○建石委員長 ただいま説明がありました。 

 これより質疑に入ります。 

 質疑ございませんか。 

○西田委員 これだけ物価が上がっていたら、もう本当だったら年金も上がってほしいけ

ど下がっていて、給料も上がってほしいなと思うので、この前の人勧の引下げは幾ら何

でもということだったんですが、コロナ禍の中で本当に職員さんは大変ですし、コロナ

がちょっと明けて人が動き出したら、本当に土日、職員さん、休んでおられるのかなと

思うぐらいに様々な行事がある中で、引上げは、これは少ないと思うんですけれども、

上がってよかったなとは思うんです。ただ、給料を引き上げといっても全部一律ではな

いじゃないですか。そういう意味では、この０.３％の引き上げ、平均でしょう。最大
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だったらどれぐらい上がった人がいて、上になればなるほど上がらないみたいなんだけ

れども、その上げ幅はパーセントは分かりますか、違い。 

○建石委員長 西田委員、今のはこの案件とあれがあるんですか。 

○西田委員 もしかしたらそれはこの後の職員か、になるのかで、ちょっと切ります。す

みません。 

○建石委員長 ほかにございませんか。 

（「なし」の声あり） 

○建石委員長 ないようでございますので、質疑を終わります。 

 討論に入ります。 

 討論ございませんか。 

（「なし」の声あり） 

○建石委員長 ないようでございますので、討論を終わります。 

 お諮りいたします。 

 議案第４９号を原案どおり可決することにご異議ございませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○建石委員長 ご異議なしと認めます。よって、議案第４９号、議会の議員の議員報酬及

び費用弁償等に関する条例等中改正の件は、原案どおり可決することに決しました。 

 次に、議案第５０号、一般職の職員の給与に関する条例中改正の件、これを議題とい

たします。 

 本件について説明を求めます。 

○西本秘書政策課長 それでは、議案第５０号、一般職の職員の給与に関する条例中改正

の件につきましてご説明申し上げます。 

 本改正は、本年８月８日に人事院が国会と内閣に対し国家公務員の給料改定等につい

て勧告が行われたことを受けまして、本町職員の給与につきましても、人事院勧告の趣

旨を踏まえ、職員組合との労使交渉が整いましたので、国に準じて民間給与との格差を

埋めるため、給与水準及び勤勉手当の引上げを行うものでございます。 

 それでは、改正内容についてご説明をさせていただきます。 

 恐れ入ります、８頁目の新旧対照表をお願いいたします。 

 第１条関係の改正は、人事院勧告に基づく勤勉手当及び給料表の改正を行っておりま

す。この中で、第２６条第２項第１号の改正は、１２月に支給する勤勉手当の支給割合
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を１００分の９５から１００分の１０５へ１００分の１０引き上げるものでございます。

また、第２号の改正は、第１号と同じく、再任用職員の１２月に支給する勤勉手当を１

００分の４５から１００分の５０へ、１００分の５支給割合を引き上げるものでござい

ます。 

 次に、新旧対照表の別表第１は給料表の改正で、民間の初任給との間に差があること

等を踏まえまして、大卒程度に係る初任給を３千円、高卒者に係る初任給を４千円引き

上げ、また、３０代半ばまでの若年層が在職する号給について改定を行い、平均で０.

３％の引上げを行っております。 

 以上が第１条関係の改正になります。 

 引き続きまして、１７頁目、一番最後の頁になります。お願いいたします。 

 第２条関係でございます。この中で、第２６条第２項第１号の改正は、次年度以降に

支給する勤勉手当に対する改正で、６月に支給する勤勉手当の支給割合を１００分の９

５から１００分の１００に、また、１２月に支給する勤勉手当の支給割合を１００分の

１０５から１００分の１００に改正するものでございます。また、第２号の改正は、第

１号と同じく、再任用職員の勤勉手当につきまして、６月の支給割合を１００分の４５

から１００分の４７.５に、また、１２月に支給する勤勉手当の支給割合を１００分の

５０から１００分の４７.５に改正するものでございます。 

 以上が第２条関係の改正となります。 

 恐れ入ります、議案書の６頁をお願いいたします。 

 附則でございます。第１条第１項は、この条例は、公布の日から施行することとしま

すが、改正条例の第２条の施行、次の頁、恐れ入ります、お願いします。改正条例第２

条の施行は、令和５年４月１日からすることとしております。第２項は、改正条例の第

１条の適用を、令和４年４月１日から適用することとしております。 

 第２条は、条例改正前に支給された給与は、改正後の条例で支給された給与の内払い

とする規定でございます。 

 第３条は規則への委任で、条例施行に際し必要な事項は規則で定めるという規定でご

ざいます。 

 以上で議案第５０号の説明とさせていただきます。何とぞよろしくご審議いただき、

ご議決賜りますようお願い申し上げます。 

○建石委員長 ただいま説明がありました。 



－１７－ 

 これより質疑に入ります。 

 質疑ございませんか。 

○西田委員 先ほどは申し訳ございませんでした。改めて。なので、平均で０.３％だか

ら、最大上げ幅のと、上がってない、平均ではない、上下をちょっと教えてください。 

○西本秘書政策課長 ちょっと聞き取りにくかったんですけれども、平均で０.３％だけ

れども、上げ幅ということでございますか。 

○西田委員 若年層だったら０.３ではないと思うんです。 

○西本秘書政策課長 今回この給与改定については国に準じております。基本的には国と

同じというふうに考えていただいたら。国のほうで０.３％ですから、私どもも０.３％

なんですけども。若年層を中心に申し上げます。１級で１.７％、２級で１.１％、３級

で０.２％、そういったパーセントで改定、平均ですが改定しております。 

○建石委員長 ほかにございませんか。 

（「なし」の声あり） 

○建石委員長 ないようでございますので、質疑を終わります。 

 討論に入ります。 

 討論ございませんか。 

（「なし」の声あり） 

○建石委員長 ないようでございますので、討論を終わります。 

 お諮りいたします。 

 議案第５０号を原案どおり可決することにご異議ございませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○建石委員長 ご異議なしと認めます。よって、議案第５０号、一般職の職員の給与に関

する条例中改正の件は、原案どおり可決することに決しました。 

 以上で、本委員会に付託されました議案は全て終了いたしました。 

 これにて委員会を閉会させていただきます。 

 本日はお疲れさまでした。ありがとうございました。 

午前１０時２４分 閉 会 

                                        

  



－１８－ 

太子町議会委員会条例第２７条第１項の規定によりここに署名する。 

 

               総務まちづくり常任委員長  建 石 良 明 


